
大学機関別認証評価委員会専門委員候補者の推薦に当たって

 各専門分野において、高い学問的業績を有する又は当該分野全体について高い識見を有

する方で、大学評価に理解と意欲のある方の御推薦をお願いいたします。

 大学等において教育研究又は運営等に従事する方については、教授職又はそれに相当す

る教育研究者の御推薦をお願いいたします。国際的な教育研究活動実績や大学評価の活動

実績につきましても御考慮いただきますようお願いいたします。

 なお、当機構では、女性委員の割合の拡大を目指しておりますので、女性候補者の推薦に

ついて配慮をお願いいたします。

 今回御推薦をお願いする候補者は、令和７年度実施分の認証評価を御担当いただく専門

委員候補者といたします。

 また、関係諸団体から候補者を御推薦いただいた上で、令和７年度に申請のあった大学の

数やその学部構成等を考慮しながら選考を行う予定としております。そのため、御推薦いた

だいた候補者に専門委員をお願いすることができない場合がありますので、あらかじめ御

了承くださいますようお願いいたします。

 大学機関別認証評価の概要につきましては、下記別添資料を御参照ください。

記

   １．大学機関別認証評価実施大綱の概要

   ２．大学機関別認証評価委員会専門委員の活動内容等

   ３．大学機関別認証評価等のスケジュール

   関連規則

    独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学機関別認証評価委員会規則

    独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学機関別認証評価委員会運営内規

○その他

  ・大学機関別認証評価の概要については、別添資料のほか当機構のウェブサイト

（https://www.niad.ac.jp/）を御参照ください。

  ・御推薦をいただいた専門委員候補者の個人情報は、専門委員の選考のためにのみ利用

します。この目的以外に取得した個人情報を利用することはいたしません。
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独立行政法人大学改革支援・学位授与機構大学機関別認証評価委員会規則

平成１６年４月１日

規則第８号

最終改正 令和元年５月２４日

（目的）

第１条 この規則は、独立行政法人大学改革支援・学位授与機構組織運営規則（平成１６

年規則第１号。以下「運営規則」という。）第１５条第７項の規定に基づき、独立行政法

人大学改革支援・学位授与機構の大学機関別認証評価委員会（以下「委員会」という。）

の組織及び運営に関し必要な事項を定めることを目的とする。

（委員の任期等）

第２条 運営規則第１５条第３項に規定する委員の任期は２年とし、その欠員が生じた場

合の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

２ 委員は、再任されることができる。

３ 運営規則第１５条第４項に規定する専門委員は、その者の任命に係る当該専門の事項

に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。

（委員長及び副委員長）

第３条 委員会に委員長及び副委員長各 1人を置き、委員の互選により選任する。

２ 委員長は、委員会の会務を総理する。

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（議事）

第４条 委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。

２ 委員会は、委員の過半数の出席がなければ、会議を開き、議決することができない。

３ 委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。

４ 委員長は、緊急その他やむを得ない理由により委員会の会議を開くことができない場

合においては、事案の概要を記載した書面を委員に送付し、その意見を徴し、又は賛否

を問い、その結果をもって委員会の議決とすることができる。

５ 前項の規定により議決を行った場合は、委員長が次の会議において報告しなければな

らない。

（庶務）
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第５条 委員会の庶務は、評価事業部評価支援課において処理する。

（雑則）

第６条 この規則に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会が定め

る。

   附 則

この規則は、平成１６年４月１日から施行する。

   附 則（平成１７年３月１５日）

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。

  附 則（平成２３年３月２８日）

この規則は、平成２３年４月１日から施行する。

   附 則（平成２５年６月１１日）

この規則は、平成２５年６月１１日から施行する。

   附 則（平成２６年６月２７日）

この規則は、平成２６年７月１日から施行する。

   附 則（平成２８年３月３１日）

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。

   附 則（令和元年５月２４日）

この規則は、令和元年６月１日から施行する。
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